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要約
本論文は、従業者密度に基づく「都心型従業者集積地区 (AD)Jと呼ぶ指標を基に、東
京大都市圏(首都圏)の中での、都心機能の分布状況の分析を試みたものである。
まず、都心として「都心型従業者集積地区 (AD)Jを定める。 ADとは、都心型従業者人
口が500mメッシュ当たり 1250人以上で、その合計が10000人以上の領域と定義する。この
ADを使って首都圏の分析を行い、以下のような結果を得た。
東京大都市圏内の AD数は、 1986年には23、1991年には41が認められた。これら ADは、
年々中心に近い地域で増加してきている。その規模をみると東京と横浜が傑出しているが、
他は周辺部に比較的規模の大きい ADが分布している。これらより東京大都市圏内での東
京23区への極端な従業者の一極集中傾向を見て取ることができる。この地区は、従業者密
度の点でも他の地域とは明らかに水準が異なっている。 ADの分布は神奈川県内ではほぽ
等間隔な分布がみられるが、千葉、埼玉県内では、その段階に至っていないのか、そのよ
うな分布が見られない。
次に、ローレンツ曲線やジニ係数を用いた AD内部の集中度の分析と、クラスター分析
を用いた内部構造の特性による分類を行った。この結果からは、衛星都市と副都心(周辺
AD)の聞の性質の差は明確ではなく、連続的に変化していることが判明した。また、従業
者の'性質毎に行った分析からは、オフィス従業者のさらなる極端な一極集中の状況が見て
とれた。
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1.はじめに
東京大都市圏(首都圏)の中で、都心機能は現
在どのように分布しているのだろうか。一極集中
の弊害が指摘され、首都機能の分散、業務核都市
や副都心の育成がいわれて久しいが、実際にそれ
らがどの程度形成されているのであろうか。本論
文では、これらの問いに答えるべく東京大都市圏
(首都圏)の中での都心機能の分布状況を事業所
統計の500メートルメッシュを使って数量的な分
析を試みたものである。
本論文は 7節よりなる。続く第2節では、都心
とは何かを議論し、人口集中地区の考えにも似た
「都心型従業者集積地区J (AD)なる指標を提案
する。第3節では、その ADを求め、それが首都
圏でどのように分布しているかを分析する。第4
節では、 ADの内部の従業者分布についてローレ
ンツ曲線、ジニ係数で分析を行う。第5節では、
衛星都市と副都心の聞の連続性を ADの性質や
空間形状から分析を試みる。第6節では、商業従
業者とオフィス従業者の分布を概観し、最後の第
7節で、分析で得られた知見をまとめる。
2.都心地域の抽出
都心地域の設定方法にはいろいろな方法が提案
されているが、いまだに定説的なものがない。最
初に CBDを定義した Murphyand Vance (1954) 
のCBn(Central Business Intensity Index :中心
商業密度指数)は、「中心商業用途の床面積比が60
%以上」の地域と定めている。日本では路線価の
データが得やすいため、 PLVI(最高地価地点)を
用いて都心を定めているものが多い(鈴木、 1979
など)。しかし、 CBnもPLVIも対象都市内での
相対的な密度基準で都心の範囲を決めているの
で、密度情報が捨象されてしまっている難点があ
る。
都心の条件をあらためて考えてみると、その要
素には都心的用途の集積という面と、業務機能の
高密度化という面が考えられる。どちらも重要な
要素であるが、本論文では、比較的把握が容易な
密度を使った後藤(1997)の方法によって都心地域
の抽出とその分析を行うことにする。
都心という定義は、定説がないことからも推察
されるように、論理的な定義は極めて難しく、所
詮、人口集中地区の定義と同じく、ある程度便宜
的な基準で定めるしかないであろう。そこで、本
論文では、さまざまな数値的な検討を基に、次の
ような基準で都心を定めることにしよう。
都心には、商業集積やオフィス街のように多様
な性格をもっ地域が含まれる。そこで、都心を、
「第3次産業に従事する人が高密度に集まり社会
機能を形成する場所」としてとらえることにする。
そうすると都心地域の集積量は、第3次産業従業
者の密度で比較的容易に測ることができる。具体
的なデータとしては『事業所統計調査~ (The 
Establishment Census of J apan)を使うことにす
る。
データの単位は、都心が行政界を越えて形成さ
れる傾向にあるので、事業所統計調査の第4次
(500m)メッシュ集計データを使うことにし、この
中から「事業所形態別従業者総数」で分析するこ
とにする。このデータは民営事業所のみを対象と
しているが、メッシュ集計では①庖舗・飲食店従
業者、②事務所・営業所従業者、③工場、作業所・
鉱業所従業者の3分類が得られる。ここでは1981
年(昭和56年)、 1986年(昭和61年)、 1991年(平成3
年)の3時点のデータを用いることにする。
さてここで都心地域の闘値とする密度が問題に
なる。この取り方によって対象地域の表れ方は異
なってくるが、ここでは後藤(1997)の全国におけ
るメッシュ単位での密度分布と領域の出現頻度の
検討結果に基づき、「従業者密度5000人/km'で総数
10000人以上」の地域と定めることにする。
手順はまずr5000人/km'に相当するようメッシユ
当たり1250人以上で、なおかつ庖舗・飲食屈従業
者数が250人以上(1000人/km'見当)Jのメッシュを
抽出する。庖舗・飲食庖従業者の条件は、大企業
の研究所や空港、港湾施設のような、ここで想定
している都心的でない従業者集積を除外するため
のものである。次にこれらについて空間的連続性
後藤・岡部:東京大都市圏の都心地域システム 37 
の考え方を導入する。ここでは「メッシュ同士が
8近傍のいずれかで連結していることを基準にし
て領域を作成し、その中で従業者総数が10000人を
越えるもの」を抽出する。こうして抽出された地
域は、従業者が集積している地区の中でも都心型
のものであるので「都心型従業者集積地区J (= 
Agglomeration District of City-Center type) と
呼び、以下ではADと略称して言及することにす
る。
ここで指標の選択について少々注釈を付け加え
地図中の実線で固まれた領域がAD
ておこう。事業所統計調査では古くから主要なデ
ータとして「産業別分類」集計を行ってきた。し
かしこの集計によると、例えば千代田区の大手町
や虎ノ門に農業や鉱工業の従業者が何千人といる
ことになって、実態に合っているとはいえない。
そこで「事業所形態別分類」集計を採用すること
とした。この分類は事業所(支店など)毎の性格
をもとに集計しているので個々人の従業実態を完
全には反映しないが、「産業別分類」よりは、はる
かに正確な従業状況をとらえることができると考
なお、国土地理院1/25，000地形図「横浜東部Jr横浜西部」を使用した。
図1 横浜・中心ADの広がり
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えられる。
3.東京大都市圏における分布と動向
こうして抽出した「都心型従業者集積地区」の
具体的な姿を確かめるため、図1に横浜・中心AD
の範囲を地形図に書き込んだ地図を作成した。横
浜駅、関内地区の2つの核を中心に旧市街地とほ
ぼ対応しており、景観の点からも都心と呼ぴうる
領域をカバーしているといってよいであろう。
次に ADの分布と東京大都市圏DIDの広がり
を図2として作成した。結果として、副都心と呼
べるような 2つ以上の ADが現れたのは23区内
と横浜、川崎市内のみである。たとえば千葉市の
幕張新都心も、 1991年現在ではまだAD基準に足
りるだけの集積を形成していないことになる。
一方で、津田沼(習志野市、船橋市)、大船(鎌
倉市、横浜市)、三鷹(三鷹市、武蔵野市)のよう
に、自治体の境界をまたぐ ADもいくつか抽出さ
れている。これらはいずれも駅が自治体の境界線
近くにあって、その周囲に形成された集積地区で
ある。
今回の密度基準を適用した結果では、東京23区
中心部は1つの巨大な都心として抽出されること
になった。東京・中心ADは13の区にまたがって
おり、丸の内も、一般的に「副都心」とされる新
宿、渋谷、池袋もその中に含まれている。これら
をつなぐ領域、山手線外周くらいまでの全域が、
極めて高密度な従業者集積をもっていることが分
かる。東京23区は、密度基準で扱うと、他の地域
とは水準が極めて異なる特殊な地域であることが
分かる。さらに23区内の外周部には合計8個の「周
辺ADJ が抽出されている。
東京大都市圏の1981、1986、1991各年におりる
灰色が首都圏DID
黒がADを示す
図2 東京大都市圏の DfDと AD分布
後藤・岡部:東京大都市圏の都心地域システム 39 
ADの分布を示すと図3のようになる。 AD数は
1981年が23だったが、 1986年には27、1991年には
44と急増している。新規ADの発生は、 1986年に
は東京・中心ADの周囲でみられたが、 1991年に
はより外側にかけての広い範囲で多数発生してい
る。
その中で規模の大きいものを取り上げていく
と、まず東京・中心ADが各時点で従業者数300な
いし400万人と飛ぴ抜げて大きく、しかも期間当た
り10%以上の成長率でさらに拡大を続けているこ
(1) 1981年
(2) 1986年
とがわかる。 2番目は横浜・中心ADであるが、
従業者数20万人程度と東京・中心ADの1/10以下
の規模である。しかし 3番目以下との差も大きい。
これも期間当たり10%以上で安定して成長してい
る。
その次のクラスになるのが千葉、'"崎、大宮で
あるが、従業者数は5万人前後となる。一方、 23
区周辺部の東京・太田 ADも同程度の規模をもっ
ている。従業者数3万人程度の ADとなると厚
木、横浜・鶴見、町田、吉祥寺、立川、八王子、
凡例
o AD従業者数100万以上
o AD従業者数10万以上
o AD従業者数3万以上
o AD従業者数l万以上
• 5年間の従業者増加率1.3以上
ロ 新規に基準を満たしたAD・5年間の従業者数減少
(3) 1991年
図3 東京大都市圏のAD分布(1981年一1991年)
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柏、船橋、浦和と各地にみられる。 って、千葉県内では総武線および常磐線に沿って
分布を見渡してみると、神奈川県内では東海道
線および、小田急線に沿って並びながらも、面的に
分散してかなり等間隔に分布していることが認め
られる。それに対して、埼玉県内では高崎線に沿
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図4 各ADのローレンツ曲線
線的に並んでいること分かる。
4.内部の従業者分布
都心型従業者集積地区内部での従業者分布につ
いて、中心地点への集中の程度に着目してみてみ
よう。ここでは集中を表す指標として、所得分析
で使われるローレンツ曲線とジニ係数を用いるこ
とにする。
まずローレンツ曲線をメッシュ毎の従業者密度
に適用する。つまり横軸には累計従業者数構成比
を、縦軸には累計AD面積の構成比をとったグラ
フを描く。ローレンツ曲線が右下に向かつて張っ
ているほど、中心地点への集中が明らかであるこ
とを示している。図4を見ると (a)に示す大規模
なADでは中心への集中が顕著なことがわかる。
(b)と(c)を見比べると、周辺AD(各都市の中心以
外の AD) と衛星都市との差は明確にあるとはい
えない程度である。
同じように集中の程度を表す指標がジニ係数で
ある。これが大きいほど中心に集中していること
を示す。東京大都市圏の ADでジニ係数が3以上
をとるのは東京・中心と横浜・中心だけであり、
規模の大きい ADではジニ係数が大きいといえ
る。しかし、AD規模とジニ係数との関係は図5に
示したように、相関関係があるということはでき
ない。また図6にはジニ係数の値の分布を地図に
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図5 ジニ係数と AD規模の関係
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凡例
Gini係数3.0以上
Gini係数2.0~3. 0 
Glni係数2.0未満
図6 各ADのジニ係数値
して示した。比較的外周部の ADの方が、ジニ係
数の値が高いことがわかる。
50衛星都市と副都心の連続性
ここでは衛星都市と副都心との連続性の有無を
見るために、すべてのADを対象にして、ADの性
質や空間形状によって分類を行ってみよう。分類
結果で衛星都市も副都心も入り交じっているなら
ば、両者は性質の上で連続性があると考えてよい
だろう。変数には後藤(1997)で用いられた4つの
指標を用いてクラスター分析を行うことにする。
まずAD従業者総数を(W)、庖舗・飲食庖従業
者数を(Wc)、事務所・営業所従業者数を(WB)と
するとき、これらより商業従業者比(RCW)を
};w， RCW=一一一一};W 
と定める。これによって商業従業者とオフィス従
業者の構成比という ADの基本的な性格を知る
ことができょう。
次に ADの中での従業者の中心地点への空間
的集中と偏在の程度をとらえる方法として「中心
地点集中度」を考える。まず各々の AD内でのメ
ッシュ当たり従業者数の最大値を中心地点従業者
数(ρ:人)とし、これを中心地点への集中量と考え
る。これと AD面積(n:km')から中心地点集中度
(PC)を定義する。
41 
};W PC=ーァ一一
ρon 
これによって先のジニ係数と同様に、 AD内の従
業者密度曲面集中の程度を測ることができょう。
2次元空間での面形状をとらえる指標は幾何学
的には様々考えられるが、ここではまず各メッシ
ュのもつ値をメッシュの中心に近似して ADメ
ッシュ内で中心地点からの最長距離maxYを求め、
これを用いて AD歪率(ADD)を定義する。
???? ???
???
?????
?
???
これは、 ADの空間形状が真円から議離している
程度を測る指標である。
商業中心と業務中心は都心内で別々に立地して
いる。そこで、その程度を測る方法として業務一
商業中心恭離率(SR)を考える。まず商業中心地点
の座標(Cp)と業務中心地点、の座標(Bp)を求め
ておき、ここから AD面積をも用いて、
SR=(ム手斗2
Fγ 
とする。これによって、都心空間の中で商業系用
途と業務系用途がそれぞれ用途純化している程度
を測ることができょう。
これらの 4変数を用いて Ward法のクラスタ
ー分析を行う。この際AD規模に係わる変数は入
れていない。クラスター数の決定には疑似t2統計
量を基準にすると、 3つの ADクラスターに分類
された。
得られたクラスターは、クラスターA"'Cと名
付げである。まず、それぞれの性格を検討してみ
よう。まずクラスターAには東京・中心、横浜・
中心、千葉が含まれ、大都市中心であると性格づ
りられる。その空間形状は複雑、中心地点集中度
も低いという特徴をもっている。規模を変数に含
めなかったにもかかわらず、空間形状について大
規模なADは共通の特徴を示しているといえよ
う。
クラスターBに属する ADの特徴は商業従業
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凡伊j
クラスターA
クラスターB
クラスターC
図7 ADクラスターの分布
者比が高く、 AD従業者密度が高く、AD査率も高
いが業務一商業中心議離率は低いことである。つ
まり空間的にコンパクトにまとまった AD形状
をもっといえる。
一方、クラスターCは中心地点従業者数が多く
ないため中心地点、集中度が高く、 AD内部の密度
構造が比較的均質である。つまり都心の「核」が
明瞭に存在していない ADの集合であるといえ
よう。
ここまでの分析では副都心と衛星都市とで分類
がされるということはなく、連続性があるとみて
よいだろう。しかしクラスターBとCの立地分布
を図 7に示したが、分布が混在していて一定のパ
ターンは見出せなかった。
6.商業集積とオフィス集積の分布
ここまでの分析では、全ての職業の従業者数を
合計したものを対象としてきた。最後に、事業所
統計の商店・飲食店従業者(以下では商業従業者
とする)と事務所・営業所従業者(以下オフィス
従業者とする)のそれぞれについて、 ADを単位に
して集積の状況を概観してみよう。
図8と図9の地図から明らかなように、商業従
業者は比較的郊外部の ADへも分散していると
いえる。それに対し、オフィス従業者は東京・中
心に極端に一極集中していることが分かる。とく
にオフィス機能について、東京大都市圏内での分
凡例
円の面積は商業従業者数に比例
10万人 O 
l万人 O 
5千人 。
ノ
図8 商業集積の分布
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図9 オフィス集積の分布
散化のあり方が今後も検討されるべきなのではな
いだろうか。
7.おわりに
以上の分析から、東京大都市圏内での東京23区
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への極端な従業者の一極集中傾向がある程度明ら
かになったのではないであろうか。この集中傾向
は、従業者密度の点から見ると他の地域とは明ら
かに水準が異なる程の集中であることが分かる。
ADの空間分布を見てみると、神奈川県内ではほ
ぽ等間隔な分布がみられるが、千葉、埼玉県内で
はまだそのような核の形成が十分でないようであ
る。ADの規模と動向からは、クリスターラーのモ
デルを想起させるように、外周部に比較的規模の
大きなものが分布し、内側にはより規模の小さい
ものが、近年になって現れてきている。
ローレンツ曲線やクラスター分析を用いた分析
からは、衛星都市と副都心(周辺AD)の聞におけ
る性質の差異は明確ではなく、連続的に変化して
いることが分かる。また、従業者の性質毎に行っ
た分析からは、オフィス従業者のさらなる極端な
一極集中の傾向を見てとることができる。
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City-Center System in Tokyo Metr.opolitan Area: 
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This paper analyzes the distribution of city centers in the Tokyo Metropolitan Area. The 500m 
grid data of the “Establishment Census of J apan" are used for the analysis. The size of a city center 
is measured by the number of employees. First，“agglomeration district of city-center type" (AD) is 
defined by the region whose employee density is more than 1250 per 500m grid cel， and the total 
number of employees is more than 10000. The AD has advantages in that it makes possible to take 
a comparative analysis among the cities， and it also makes possible to compare specialization of 
concentration in the agglomeration districts of the commercial functions with that of the office 
functions. There existed 41 ADs in 1991 in the Tokyo Metropolitan Area. Newer ADs appeared in 
inner area in the metropolitan， and larger size ADs of satellite cities appeared outer suburbs. By the 
analysis using Gini's index and the cluster analysis， itis shown that the AD of satellite cities were 
equal to ADs of sub centers. 
